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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第３四半期  12,525  △11.0  △776  －  △1,274  －  △1,198  －

22年３月期第３四半期  14,075  2.1  458  40.2  317  －  593  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第３四半期  △36  31        －

22年３月期第３四半期  17  88        －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第３四半期  41,336  8,395  20.2  242  84

22年３月期  41,898  9,799  23.2  295  28

（参考）自己資本 23年３月期第３四半期 8,340百万円 22年３月期 9,727百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期        －  0 00      － 3 00  3  00

23年３月期        －  0 00      －     

23年３月期（予想）       3 00  3  00

（注）当四半期における配当予想の修正有無： 無

  （％表示は、対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期  18,260  △4.1  △950  －  △1,000  －  △1,400  －  △42  49

（注）当四半期における業績予想の修正有無： 無



４．その他（詳細は、［添付資料］５ページ「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

  

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

  この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表の四半期レビュー手続は終了しておりません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる仮定等については、［添付資料］４ページ「（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

  

（１）当四半期中における重要な子会社の異動  ： 無

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用： 有

①  会計基準等の改正に伴う変更： 有  

②  ①以外の変更              ： 無  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期３Ｑ 34,344,000株 22年３月期 34,344,000株

②  期末自己株式数 23年３月期３Ｑ 199株 22年３月期 1,400,159株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期３Ｑ 33,004,904株 22年３月期３Ｑ 33,155,353株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 医薬品業界では、欧米および日本において大手製薬企業（メガファーマ）の合併によるパイプラインの絞込み、発注

スケジュールの調整、基幹製剤の特許期限に関する2010年問題への対応、バイオテック企業の資金調達力の低下などの

ために早期に市場投入が見込める臨床開発段階のパイプラインへの経営資源の集中等が依然として継続しています。こ

れらの影響により、前臨床試験の受託市場は業界全体として大きく冷え込みました。当社グループにおきましては、新

たに韓国市場の取込みを始めるなど、営業活動を一段と強化するとともに引き続き厳しい状況が続くと予想されること

から業務の効率化、合理的な人員配置、ITの導入をさらに進め、固定費の合理化に取り組んでおります。また、創薬型

の医薬品開発支援事業への戦略的パラダイムシフトを進めるべく独自の技術開発体制を強化するとともに開発候補化合

物の早期臨床試験実施に向けて資源を集中し、同時に製薬企業へのライセンス導出に向けた取り組みを進めておりま

す。 

 こうした状況の中、当第３四半期連結累計期間における売上高は12,525百万円と前第３四半期連結累計期間に比べて

1,550百万円(11.0％)の減少となりました。営業損失は776百万円（前第３四半期連結累計期間：営業利益458百万円）

となり、経常損失は1,274百万円（前第３四半期連結累計期間：経常利益317百万円）となり、四半期純損失は1,198百

万円（前第３四半期連結累計期間：四半期純利益593百万円）となりました。 

  

 当第３四半期連結累計期間における当社グループのセグメント別業績は次のとおりであります。  

① 前臨床事業 

 前臨床試験受託業界の需要は日米共に引き続き低迷しており、試験の受託契約獲得が厳しい状況が続いておりま

す。このような中で、当社は、国内、米国・欧州市場での営業活動を強化すると共に、新たに韓国市場の取込みを始

めました。また、業務の効率化に注力し、リードタイムの短縮と業務の効率化に取り組んでおります。SNBL USAで

は、米国前臨床市場の停滞が続いている中で第３四半期累計期間の契約額までは35.9百万米ドルと健闘してまいりま

したが、依然として厳しい状況が続くと予想され、ITの導入、合理的な人員配置を進めるなど、その他の経費削減を

含め固定費の合理化に取り組んでおります（備考１参照）。 

 そうした中で、前臨床事業部門の売上高は9,126百万円、営業損失は619百万円となりました。 

  

② 臨床事業 

 臨床事業は、国内ではＣＲＯ事業、ＳＭＯ事業ともに高稼働状況が続き好調に推移しており、人材の獲得とスタッ

フの育成に取組んでおります。 

 そうした中で、臨床事業部門の売上高は3,412百万円、営業利益は283百万円となりました。 

  

③ トランスレーショナル リサーチ事業（ＴＲ事業） 

 創薬型の医薬品開発支援事業への戦略的パラダイムシフトを進めるべく、独自の技術開発体制を強化するとともに

開発候補化合物の早期臨床試験に向けて資源を集中し、同時に製薬会社へのライセンス導出に向けた取り組みを進め

ております。加えて、大手を含む複数の国内外の製薬企業に当社経鼻投与技術（ＮＤＳ；Nasal Delivery System）

を紹介し、製薬企業の持つ新規化合物と当社のＮＤＳを組み合わせた製剤の共同開発を積極的に実施しており、製薬

企業へのライセンス供与を進めると共に、新規製剤の承認申請までに必要な前臨床試験や臨床試験を受託する新しい

ビジネスモデル構築に努めております（備考２参照）。その１例として、本年２月10日、当社は米国のPastorus 

Pharma社との間で、オキシトシン（自閉症治療薬）について、ＮＤＳを用いた開発・販売等に関するライセンス契約

を締結し、当社安全性研究所およびSNBL CPCは本製剤の承認申請に必要な試験を受託する予定です。また、ＴＲ事業

の関連子会社の活動状況は、備考３に記載しました。 

 そうした中で、ＴＲ事業部門の売上高は２百万円、営業損失は531百万円となりました。 

  

備考１） 

 SNBL USAは、FDA（米国食品医薬品局）よるGLP（Good Laboratory Practice）遵守状況の現地調査の結

果、改善指示書（WL）*1が昨年８月に発行され、同月公開されました。WLには試験報告書作成の手順を変更
すること、一部の試験について投与液の安定性と免疫学的分析を担保すること、試験責任者と信頼性保証部

門ならびに運営管理者の責務遂行を改善することなどの指導事項が記載されております。SNBL USAは、ただ

ちに外部コンサルタントも交えて綿密に協議した上で回答書をFDAに送付し予定期限内に回答書が受領され

たとの確認がなされております。現在、SNBL USAでは慎重を期すべくFDAから指摘された事項（投与液の安

定性と免疫学的分析）に関して、該当する試験を自主的に再調査して試験の品質の担保を行うとともにGLP

組織体制の強化を行っております。このような状況の中で経費削減の一環として、現地従業員を55名(15％)

削減しました。一方、昨年10月に新たにＣＥＯを現地にて採用して営業強化を行うと共に経費につきまして

も一段の削減に努めております。 
*1（http://www.fda.gov/ICECI/EnforcementActions/WarningLetters/ucm222775.htm） 

  

備考２） 

2)-1. TRG（グラニセトロン経鼻剤：制吐剤） 

 米国における抗がん剤治療は外来治療が中心ですが、抗がん剤治療による主な副作用の嘔気・嘔吐は患者

さんが帰宅した後にも誘発されるために、一般的に患者さんは自宅で経口の制吐剤を服用している状況にあ
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ります。しかしながら、経口の薬剤は逆に嘔気を誘発しやすく、また頻発する口内炎等により嚥下しにくい

など、その効果が十分でないことが問題となっております。TRGはこれらの問題を解決できると期待されて

いる薬剤です。すでにTRGはPhaseⅡ臨床試験を完了し、良好な結果が得られております。米国における市場

調査を実施した結果、市場適合性が確認されており、米国を中心にライセンス導出活動を活発に行っていま

す。現在、複数の製薬企業が技術導入に興味を示しており、これらの会社とライセンス交渉を進めている段

階であります。 

  

2)-2. TRZ（ゾルミトリプタン経鼻剤：偏頭痛薬） 

 偏頭痛治療における患者さんのニーズ第一は速効性であります。しかしながら、現在市販されている偏頭

痛薬の中で速効性が期待できる製剤は、注射剤以外にはありません。患者さんは、注射をすることなく速効

性が期待できる新しい製剤を強く求めています。TRZは、市販されている経口の錠剤や液体の点鼻剤に比べ

て、速やかで高い吸収性が動物実験で確認されており、さらに米国の専門医に対して実施した聞き取り調査

でもその市場適合性が認められております。昨年10月にFDAと臨床開発に関する会議を実施した結果、市販

の液体の点鼻液もしくは市販の経口錠剤との比較臨床試験を基本とした小規模な臨床試験の実施にて承認申

請できることが示されており、現在、その臨床試験実施に向けて準備を進めている段階であります。 

  

2)-3. TR-Flu（経鼻ワクチン：季節性および新型インフルエンザワクチン） 

 インフルエンザワクチンは注射による投与が一般的ですが、経鼻投与することで注射に優る感染予防効果

や異なるタイプのインフルエンザウィルスに対しても予防効果を示すことが数多く報告されております。当

社はTR-Fluの基礎研究において、ワクチンの活性を保持したままで粉末化する技術を新たに確立し、また感

染予防効果に重要な粘膜の抗体（分泌型IgA）を高める技術を完成させました。今後、鳥型の新インフルエ

ンザに対するワクチンを含めて広範囲の開発を進めると共に、複数のワクチンメーカーと業務提携について

協議を行っております。 

  

2)-4. その他の経鼻剤開発状況 

糖尿病治療薬のインスリン経鼻剤の開発状況は、海外のインスリンメーカーからインスリン原体を入手

することができ、現在、動物試験を進めている段階であります。鎮痛薬のフェンタニル経鼻剤、骨粗しょう

症治療薬のカルシトニン経鼻剤、PTH経鼻剤に関しましては、動物を用いた吸収性確認実験でいずれも良好

な結果が得られており、次の段階を準備中であります。また、経鼻投与技術から発生した新たなNose-to-

brain技術（鼻粘膜から直接脳内に薬物を送達させる技術）の開発を積極的に行っております。この技術に

は多くの製薬企業が興味を示しており、技術評価試験を実施している段階であります。 

  

備考3） 

3)-1. 株式会社キラルジェン 

 東京大学和田猛准教授が開発した核酸の不斉合成に関する知財を技術基盤として、高機能核酸の実用化・

事業化を行っております。この技術は、リン原子修飾核酸誘導体を高い選択性（99%以上）で不斉合成（立

体選択的合成）する世界初の手法であります。本法により合成した立体化学的に純粋な核酸ＲＮＡは、天然

型に比べてより高い2本鎖形成能、安定性を示すことが証明されています。また、本法は既存の固相合成機

にも適用できるよう改良を加え、工業的大量生産（ＧＭＰ製造）技術の開発を目指していきます。なお、本

研究開発は、平成21年度から３年間の公的研究支援事業（JST・A-STEP事業）に採択され、東京大学と共同

で総額8,070万円（内キラルジェン分6,380万円）の補助金を獲得しております。 

  

3)-2. Ontorii, Inc. 

 ハーバード大学Gregory Verdine教授の核酸医薬開発における知財を技術基盤として、高機能核酸の実用

化・事業化を行っております。核酸医薬は親水性高分子であり、細胞膜の透過性が低いために標的の疾患部

位に到達できないことが実用化において大きな課題の一つとなっています。Ontoriiではこの課題を解決す

べく、ハーバード大学キャンパスに自社の研究施設を設置し、独自の核酸設計手法（プロドラッグ化）を用

いて機能（膜透過性等）の向上に取り組んでおります。現在、本プラットフォーム技術に高い関心を寄せて

いる大手製薬企業から共同開発のオファーを受けており、条件交渉の段階にあります。 

  

3)-3. Ruika Therapeutics, Inc. 

 ハーバード大学の知的財産を創薬プロセスに沿って付加価値を高めて事業化する大学との合弁会社であり

ます。現在、同大学Joseph Schildkraut名誉教授（故人）が発見した理論に基づき、うつ病患者に対して薬

物治療後の効果が出始めるまでの期間を飛躍的に短縮する新薬の開発を行っております。すなわち、グリア

細胞に存在する有機カチオントランスポーター（OCT3）を阻害することにより、神経シナプス間隙における

神経伝達物質の濃度上昇を図ることによって新しいメカニズムの抗うつ薬が開発できます。既に有望な候補

化合物の合成に成功しており、今後、創薬に向けた開発段階を進めるとともに、技術導出活動や共同開発を

積極的に行ってまいります。 

  

3)-4. AXIS株式会社 

 東京医科大学医学総合研究所の西岡久寿樹所長の知財を技術基盤として、筋・骨格系疾患を中心に医療現



場のアンメットニーズを満たす新薬を迅速に開発し事業化することを目的にしております。現在、線維筋痛

症と変形性関節症という未だ有効な治療薬が存在しない疾患の治療薬の開発を行っております。線維筋痛症

は、原因不明の全身に激しい痛みが生じる難治性疾患であり、推定200万人とも言われる患者さんがいるに

もかかわらず、未だ国内で承認された治療薬が存在しません。西岡所長の研究グループでは、ピロカルピン

の本疾患における臨床有用性が見出され、臨床の現場で検証作業が進んでおります。 

 AXISではピロカルピンの承認申請に向けた臨床開発の準備を進めるとともに、製薬企業へのライセンス導

出活動を行っております。変形性関節症は、人口の高齢化に伴い患者数が劇的に増加している疾患であり、

現在国内だけでも約1,000万人の患者さんがおられます。AXISでは、抗Fas抗体に着目して変形性関節症の痛

みと関節破壊を抑止する薬剤を開発しております。 

  

3)-5. 株式会社グリフィンバイオテック 

 鹿児島大学丸山征郎特任教授が行っている天然物からの医薬品や高機能食品の原料開発技術を基盤に、そ

の活性成分を分離・同定するとともに、安全性・有効性の評価を行い、技術導出や上市に向けた効率的な開

発を進めております。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産、負債、純資産の状況に関する分析） 

 当第３四半期連結累計期間における前連結会計年度末からの財政状態の変動は、以下のとおりとなりました。 

 当第３四半期連結累計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ562百万円(1.3％)減少し、41,336百万円となりま

した。流動資産につきましては、有価証券は増加したものの現金及び預金、受取手形及び売掛金が減少したことなどに

より、前連結会計年度末に比べ182百万円(0.8％)減少して21,600百万円となりました。固定資産につきましては、減価

償却で有形固定資産が減少したことなどにより、380百万円(1.9％)減少して19,736百万円となりました。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ841百万円(2.6％)増加し、32,940百万円となりました。流動負債につきましては、

短期借入金が増加したことなどにより前連結会計年度末に比べ674百万円(4.4％)増加して15,841百万円となりました。

固定負債につきましては、長期借入金が増加したことなどにより前連結会計年度末に比べ167百万円(1.0％)増加して

17,099百万円となりました。 

 純資産は、自己株式の処分がありましたが、配当金の支払、四半期純損失の計上及び為替換算調整勘定の減少などに

より、前連結会計年度末に比べ1,404百万円(14.3％)減少し、8,395百万円となりました。 

  

（キャッシュ・フローの状況に関する分析） 

 当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は前連結会計年度末に比べて437百

万円(4.3％)増加して、10,660百万円となりました。 

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、128百万円（前第３四半期連結累計期間：1,085百万円の獲得）となりました。 

 主な内訳は、税金等調整前四半期純損失1,292百万円、減価償却費1,326百万円、売上債権の減少額533百万円、た

な卸資産の増加額598百万円及び前受金の減少額273百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、701百万円と、前第３四半期連結累計期間に比べて773百万円(52.4％)の使用減少

となりました。 

 主な内訳は、定期預金の払戻による収入123百万円、有形固定資産の取得による支出730百万円、及び投資有価証券

の取得による支出102百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は、1,574百万円と、前第３四半期連結累計期間に比べて1,384百万円(46.8％)の獲得

の減少となりました。 

 主な内訳は、長期借入による収入4,000百万円、長期借入金の返済による支出2,939百万円及び自己株式の処分によ

る収入512百万円であります。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 製薬企業は早期に市場投入が見込める臨床開発段階のパイプラインへの経営資源の集中を図っており、前臨床市場は

引き続き業界全体として厳しい環境にありますが、当社におきましては国内、米国・欧州市場での営業活動を強化する

とともに合理的な組織編成を行い、さらなる業務の効率化による受託試験のリードタイムの短縮と経費の削減に取り組

んでおります。 

 なお、平成23年３月期の連結業績予想につきましては、平成22年５月14日に公表しました連結業績予想と変更はあり

ません。 



（１）重要な子会社の異動の概要 

  該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①たな卸資産の評価方法 

  当第３四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出については、実地棚卸を省略し前連結会計年度末に係 

る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

  また、たな卸資産の簿価切下げに関して、収益性が低下していることが明らかなものについてのみ正味売却 

価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

②固定資産の減価償却費の算定方法 

  定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して

算定する方法によっております。 

③一般債権の貸倒見積高の算定方法 

  一般債権に係る貸倒引当金は、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等から著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度の貸倒実績率等を用いて算定しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

会計処理基準に関する事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準等の適用） 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31 

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を 

適用しております。 

  これにより、当第３四半期連結累計期間における営業損失及び経常損失は、それぞれ4,532千円増加し、税金 

等調整前四半期純損失は、18,807千円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の

変動額は軽微であります。 

 

（持分法に関する会計基準及び持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用） 

  第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表 

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日） 

を適用しております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。 

  

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

  第３四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に

係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年

12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

  該当事項はありません。   

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,408,304 9,636,618

受取手形及び売掛金 1,794,032 2,346,961

有価証券 1,281,770 710,106

たな卸資産 8,107,122 7,948,773

その他 1,051,210 1,222,416

貸倒引当金 △42,104 △82,399

流動資産合計 21,600,336 21,782,477

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 12,450,442 13,353,040

その他（純額） 5,263,773 5,056,246

有形固定資産合計 17,714,215 18,409,286

無形固定資産 168,163 198,851

投資その他の資産   

投資その他の資産 1,989,638 1,644,258

貸倒引当金 △135,941 △135,941

投資その他の資産合計 1,853,697 1,508,316

固定資産合計 19,736,076 20,116,454

資産合計 41,336,412 41,898,932



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 197,353 199,925

短期借入金 6,699,459 5,065,213

未払法人税等 29,364 194,150

前受金 7,202,300 7,846,398

その他 1,712,903 1,860,966

流動負債合計 15,841,380 15,166,653

固定負債   

社債 50,000 50,000

長期借入金 16,987,597 16,874,175

その他 61,909 8,290

固定負債合計 17,099,506 16,932,466

負債合計 32,940,886 32,099,119

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,391,050 5,391,050

資本剰余金 6,073,450 6,073,450

利益剰余金 △643,330 1,005,244

自己株式 △122 △863,518

株主資本合計 10,821,047 11,606,226

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △8,718 3,156

為替換算調整勘定 △2,472,212 △1,881,656

評価・換算差額等合計 △2,480,930 △1,878,500

少数株主持分 55,408 72,086

純資産合計 8,395,525 9,799,812

負債純資産合計 41,336,412 41,898,932



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 14,075,313 12,525,284

売上原価 9,261,885 8,721,047

売上総利益 4,813,427 3,804,236

販売費及び一般管理費 4,355,224 4,580,762

営業利益又は営業損失（△） 458,203 △776,525

営業外収益   

受取利息 6,237 5,844

受取配当金 2,792 6,254

持分法による投資利益 209 －

補助金収入 64,869 －

施設利用料収入 143,580 159,377

その他 55,287 131,578

営業外収益合計 272,977 303,054

営業外費用   

支払利息 254,027 257,133

持分法による投資損失 － 618

為替差損 150,070 542,741

その他 9,943 223

営業外費用合計 414,041 800,717

経常利益又は経常損失（△） 317,139 △1,274,187

特別利益   

貸倒引当金戻入額 8,789 17,073

固定資産売却益 2,135 1,556

その他 1,512 －

特別利益合計 12,438 18,629

特別損失   

固定資産売却損 － 23

固定資産除却損 14,814 12,608

投資有価証券評価損 3,915 10,299

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,275

特別損失合計 18,729 37,206

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

310,848 △1,292,764

法人税、住民税及び事業税 82,433 65,337

法人税等調整額 △362,778 △146,232

法人税等合計 △280,345 △80,895

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,211,869

少数株主損失（△） △1,884 △13,138

四半期純利益又は四半期純損失（△） 593,077 △1,198,731



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

310,848 △1,292,764

減価償却費 1,431,849 1,326,125

のれん償却額 5,998 2,508

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,789 △39,109

受取利息及び受取配当金 △9,030 △12,098

支払利息 254,027 257,133

為替差損益（△は益） 105,405 500,086

持分法による投資損益（△は益） △209 618

固定資産売却損益（△は益） △2,135 △1,532

固定資産除却損 14,814 12,608

投資有価証券評価損益（△は益） 3,915 10,299

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,275

売上債権の増減額（△は増加） 240,864 533,443

たな卸資産の増減額（△は増加） △394,590 △598,421

前受金の増減額（△は減少） △92,166 △273,861

仕入債務の増減額（△は減少） 891 6,387

未払金の増減額（△は減少） △203,685 △14,199

未払費用の増減額（△は減少） △84,599 △62,482

その他 36,891 △52,289

小計 1,610,299 316,726

利息及び配当金の受取額 9,294 12,252

利息の支払額 △251,720 △246,008

法人税等の支払額 △281,888 △211,950

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,085,984 △128,979

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △28,167 △29,157

定期預金の払戻による収入 27,144 123,129

有価証券の償還による収入 100,000 －

有形固定資産の取得による支出 △1,539,101 △730,107

無形固定資産の取得による支出 △34,642 △44,847

有形固定資産の売却による収入 2,135 2,848

投資有価証券の取得による支出 △104,544 △102,451

投資有価証券の売却による収入 110,089 －

関係会社株式の取得による支出 △4,600 －

関係会社株式の売却による収入 2,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △2,080

貸付けによる支出 △10,091 △36,187

貸付金の回収による収入 3,137 4,119

その他 1,660 112,777

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,474,978 △701,956



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,004,645 100,000

長期借入れによる収入 4,800,000 4,000,000

長期借入金の返済による支出 △2,609,625 △2,939,261

社債の発行による収入 50,000 －

自己株式の処分による収入 － 512,400

自己株式の取得による支出 △190,603 △16

少数株主からの払込みによる収入 7,039 －

配当金の支払額 △102,378 △98,369

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,959,075 1,574,752

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,969 △306,484

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,561,111 437,331

現金及び現金同等物の期首残高 8,805,478 10,223,585

現金及び現金同等物の四半期末残高 11,366,590 10,660,917



  該当事項はありません。 
   

１．報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営責任者（Ｃ

ＥＯ）が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

 当社は、医薬品開発のプロセス別に事業単位を構成しており、「前臨床事業」、「臨床事業」および「トラン

スレーショナル リサーチ事業」の３つを報告セグメントとしております。 

 「前臨床事業」は、製薬企業等の委託者により創製された被験物質について、実験動物や細胞・細菌を用いて

その有効性と安全性を確認する事業であります。「臨床事業」は、被験物質のヒトでの有効性と安全性を確認す

る事業であります。「トランスレーショナル リサーチ事業」は、経鼻投与製剤等の開発及び大学、バイオベン

チャー、研究機関などにおける基礎研究から派生してくる有望なシーズ技術や新規物質を発掘して、医薬品など

の評価・承認に必要な前臨床試験や臨床試験を行いながら、基礎理論を臨床の場で実証することにより、付加価

値を高めて事業化する事業であります。 
  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

 （単位：千円）

  
（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州における情報収  

      集、環境装置事業及び宿泊施設運営等を含んでおります。 

   ２．セグメント損益の調整額の内容は以下のとおりであります。 

                                             （単位：千円）  

   ３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整をおこなっております。 
  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。     
  

  当社は、平成22年12月３日開催の取締役会において、株式会社鹿児島銀行及び鹿児島リース株式会社を割当先

とする第三者割当による自己株式の処分を行うことを決議し、平成22年12月20日に払込手続を完了しておりま

す。 

  この結果、当第３四半期連結累計期間において利益剰余金が351,012千円、自己株式が863,412千円減少し、当

第３四半期連結会計期間末において、利益剰余金が△643,330千円、自己株式が△122千円となっております。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  

報告セグメント
その他
（注）１

合計  
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）３

前臨床 
事業  

臨床
事業  

トランス

レーショナル

リサーチ事業

計

売上高                                        

外部顧客への 
売上高 9,074,669 3,391,746 2,615 12,469,031 56,253 12,525,284 － 12,525,284

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

52,110 21,138 － 73,248 127,870 201,118 △201,118 －

計 9,126,779 3,412,885 2,615 12,542,279 184,123 12,726,403 △201,118 12,525,284

セグメント損益 △619,217 283,460 △531,765 △867,522 △16,038 △883,561 107,035 △776,525

  当第３四半期連結累計期間 

 セグメント間取引消去 107,035

 合計  107,035

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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